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公的データから

「教育格差問題」を考える

本時の目的：課題研究の過程に沿って、
公開されているデータの利活用法を理解する。



皆さんに質問です。

「教育格差」とは、
どのような社会問題？



教育格差

家庭間の格差

異国間の格差

地域間の格差

それぞれの格差は、なぜ生じるのでしょう？



地域間の格差

例えば課題研究で、
「地域間格差問題」をテーマにやってみたいと考えた場合・・・

手順１
リサーチクエスチョン（問い）をたてる

地域間の教育格差は、
なぜ生じるのだろうか？

リサーチクエスチョン（問い）
→課題を理解し、研究を始める動機となる問いのこと

住んでる地域によって、
受けられる教育の質が異なる



地域間の格差

例えば課題研究で、
「地域間格差問題」をテーマにやってみたいと考えた場合・・・

手順２ 課題を正確にしっかり理解する。

地域間の教育格差の原因は何だろう･･･

都道府県や家庭の経済力の差だろうか？
教育環境の違いがあるのでは？
学校の現状は地域ごとに同じなの？
塾・大学？･･･等々

住んでる地域によって、
受けられる教育の質が異なる

だとしたら、どんな資料があれば答えを
明確にできるでしょう



課題研究で、「地域間教育格差」をやってみよう・・・

地域間教育格差の原因を探るために必要な資料は？

都道府県や家庭の経済力の差だとしたら

教育環境の違いだとしたら

学校の現状だとしたら

塾や大学の問題だとしたら

班で話し合い、
意見を出してください。



課題研究で、「地域間教育格差問題」をやってみよう・・・

地域間教育格差の原因を探るために必要な資料は？

都道府県や家庭の経済力の差

教育環境の違い

学校の現状

塾や大学

例 1人当たりの県民所得、事業所数、若年層の人口

例 人口集中地区の割合、教育費用への平均支出額、学校設置数

例 教育のデジタル化普及率、生徒/教師数、小学校～高校設置数

例 通塾生割合、大学設置数、高校卒業の進学者数



課題研究で、
「地域間格差問題」をテーマにやってみようと思った場合・・・

手順３ 研究を具体的に進める仮説を設定する。

仮説：地域間の教育格差は、
「○○○○○○」が主な原因である。

教育格差

個人の経済面

学校教育における
設備や学習習慣

所得・教育費

進学者数

デジタル教育

都市と地方を差を比較してみようとか、地域の市町村間の違いを比較してみよう、
などと、発想できれば「課題研究」のはじまりです。



課題の現状や原因を正しく理解しないと、課題解決は図れない。

⇒そのためには、
根拠のある情報をもとに、正しい分析と考察が必要

適切な公的機関の統計データの引用

RESAS（内閣府地域経済分析システム）、
e-Stat（政府統計の総合窓口）、
SSDSE（独立行政法人統計センター）などの

統計資料を活用する。

前時

本
時



例えば、このような公開資料が入手できます。

１人あたりの県民所得
教育費（２人以上世帯の

月間消費平均支出額）
高等学校卒業者の大学等への進学数
事業所数（教育・学習支援業）
大学数

人口集中人口地区の人口
デジタル教科書の整備率
普通教室の電子黒板整備率
高等学校数
高等学校卒業者の進学率

全国学力・学習状況調査結果
国立教育政策
研究所

e-Stat
（政府統計の
総合窓口）

SSDSE
（独立行政法人
統計センター）

知っておくと便利



独立行政法人統計センター

「ＳＳＤＳＥ」で検索し、
どんなデータが公開されて
いるか見てみましょう。



Ｅｘｃｅｌのファイルをダウンロードして閲覧します。
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まとめ

課題研究のプロセス
１ 【リサーチクエスチョン（問い）】

地域間の教育格差は、なぜ生じるのだろうか？

２ 【課題の正確な理解（現状を正しく知る）】
原因を探るために必要なデータは

３ 【仮説立案】
各県の県民所得に格差があり、
それにより教育費支出が困難になるからだ

４ 【検証】

２～４に根拠ある公開データを活用する


